


事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

10 款 6 項 3 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

28

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

主な実施主体
直接実施（ 嘱託職員8人及
びパート 14人を 含む。 ）

6. 00 6. 00

7, 841 7, 794 7, 794

191, 229 207, 461 203, 732※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）

給食１ 食当たり の運営事業費（ 運営事業費決算額/年間の提
供給食食数事業費）  
203, 732, 000円　 ÷　 547, 513食　 ≒　 372円

単位

円
338 372

指標で表せない
効果

地産地消やフ ード ロスなど食育に関するこ と が児童生徒へどの程度浸透し ているのか数字で推し 量るこ と ができない。

161, 000 805, 000

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

指標設定の考え方
給食１ 食当たり に必要な経費を 示すこ と で、 どれだけコ スト 意識を
持っ て事業を推進でき たかを計るため 実　 績 338 372

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 355

124見学会 人 94 90 41

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計
向こ う ５ 年間の直接事業費の推移

（ 千円）

5 年度 6 年度 7

161, 000 161, 000 161, 000 161, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

160, 697 14, 238 0 0 156, 968

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 6. 00

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

10 2, 166

144, 183 160, 697 12, 072 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 2, 166 0

154, 802

9月末の実績 年度実績

学校給食平均提供日数

項       目 単位 年度実績 年度予定

日／1校 185 191 82 181

回 2 5 2 5献立委員会

2運営委員会 回 0 2

事業の目的
市内小・ 中学校の児童・ 生徒の心身の健全な発達と 、 食生活の改善に寄与する学校
給食を提供する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

コ ロナ渦及び国際情勢の変化に伴い、 物価高騰が進む中、 こ れまでどおり の栄養バ
ラ ンスや量を保っ た学校給食が実施でき るよう に努める。

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
子ども たちが安心安全な給食を 食べるこ と ができる環境を確保するため、 引き続
き、 運営方法の見直し 等の調査研究に努めるこ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

在学する全ての児童・ 生徒を対象に、 関係法に基づき栄養内容・ 衛生基準等に配慮
し た学校給食を適切に提供する。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

学校給食環境の整備・ 充実を図るこ と は、 安全で安心な給食を提供するこ と に直結
するこ と から 、 妥当性・ 有効性・ 効率性の観点から 点検を行う こ と により 、 必要な
事業の実施を行う こ と と する。

事業の対象 市内小・ 中学校の児童・ 生徒

担当責任者名 武知斉

学校教育環境の整備・ 充実
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和生涯学習都市の創造

学校給食法第一章、 学校給食実施基準

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事務事業名 学校給食セン タ ー運営事業
会計名称 担当課 学校教育課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

5212 所属長名 窪田春樹

144, 183

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度

本事業は、 学校給食が児童生徒の心身の健全な発達に資
するも のであり 、 児童生徒の食に関する正し い理解と 適
切な判断力を養う う えで重要な役割を果たすこ と から 、
学校給食の普及充実及び学校における食育の推進を図る
よう 学校給食法に定めら れており 、 学校の設置者は学校
給食が実施さ れるよう 努めなければなら ず、 事業継続と
判断する。

4

5

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
給食材料費の価格が高騰し 続ける中、 保護者負担を増や
すこ と なく 、 こ れまでどおり の栄養バラ ンスや量を保っ
た給食を提供するため、 新型コ ロナ対応臨時交付金を原
資に補助金を創設し て対応し てきた。 今後も 更に物価が
高騰し 続けた場合は、 その時点で財源と なる交付金等の
有無により 、 国の制度を活用するか市独自の施策を検討
するか、 景気動向を踏まえたう えで慎重な判断が必要と
なる。  
また、 配送業務の委託期間を延長し て、 その間に調理と
配送の一括委託の調査研究を引き続き 行う こ と と する。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 4

事業の効果 4 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 5

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

S成果向上の可能性 5

S社会情勢等への対応 5

市の関与の妥当性 5

5

市民（ 受益者） 負担
の適正 5

目的の妥当性 4

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

国際情勢等の影響により 給食材料費の価格が高騰し 続けている中、 今年度は国から の地方創生臨時交付金を活用し た補助金制度が施行さ れるこ と になり 、 給食費は従来どおり 、 保
護者負担を増やすこ と なく 、 今までどおり の給食を提供できるよう になっ た。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 5 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

以前から の「 伊予市子育支援学校給食費補助金」 のほ
か、 「 伊予市学校給食費高騰対応事業費補助金」 の制度
を新たに設けるこ と で、 保護者負担を増やすこ と なく 、
今までどおり の質や量を保っ た給食を提供するこ と がで
きた。 こ のこ と により 、 児童生徒の健やかな発育を支援
すると 共に、 食育や地産地消の推進に寄与するこ と でき
た。

長期にわたり 給食材料費の高騰が継続し ており 、 今後に
おいても 、 どれだけ価格が高騰するのか見通し がたたな
い。 また、 市の一般財源には限り があるため、 国から の
補助金制度等を有効活用する必要がある。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

■ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）



今後の方向性（ ACTI ON）

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

■

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

【 行政評価委員会委員選定事業】
学校給食が安定かつ持続的な運営が行えるよう 、 市職員と 学校関係者・ 施設管理関係業者等の更なる連携を
意識し て、 調理と 配送の民間委託に関する調査研究に努めるこ と 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 学校給食センター運営事業

8,606 一般事務費、上記で書き表せないもの

給食

事務事業名 事務事業の概要

事務事業名

上記以外の事業費合計

摘　要

事務職

調理師、調理支援員

電気代、上下水道代

職員保菌検査、食品細菌検査ほか
配送業務、空調保守点検、厨房機器保守点検ほか

5,998

負担金・補助及び交付金 補助金 10,757

移動台車、かぼちゃカッター、フードプロセッサ

子育て支援学校給食費補助金、給食費高騰対応事業費補助金

33,568

備品購入費 機械器具費 319

28,127

役務費 手数料 3,219

修繕料

通信運搬費

光熱水費

7,119

委託料 57,294

直接事業費 156,968

節

報酬

256

事業費

1,705

役務費

給料

需用費

需用費

需用費

細節
会計年度任用職員報酬

一般職給（会計年度任用職員）

消耗品費

事業コード 摘　　要

事業コード

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

10 款 1 項 2 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

2

4

□

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

4

0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

事務事業名 エコ フ ロー事業
会計名称 担当課 学校教育課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

4107 所属長名 窪田春樹

担当責任者名 福岡富美子

生涯にわたり 学習できる環境づく り
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和生涯学習都市の創造

 まち・ ひと ・ し ごと 創生法 翠小学校エコ フ ロー事業調査委員会設置要綱

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事業の目的
市内外を問わず、 当市の地方創生に資するアイ デアや取組を 情報発信するこ と で、
聴衆者自ら が地方創生について気づき、 地方創生の広がり を 作り 出す。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

新型コ ロナウィ ルス感染症の影響により 開催を延期し た。  
地域創生課に業務を移管し 開催時期を検討する。  

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
開催時期を慎重に見極めると と も に、 機構改革に伴い、 本事業を 担当する部署につ
いて改めて庁内協議を行う こ と 。

事業の内容
（ 整備内容）

当市の地方創生に資する取組み及び地方創生に資するアイ デアの情報発信を行う 。
また、 ３ 万人が住み続けるためには何が伊予市に必要かを題材に、 県、 企業、 市の
有力者に登壇いただき、 支援や助言についてディ スカ ッ ショ ンする。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

まち・ ひと ・ し ごと 創生に関し 、 県、 企業、 市の役割分担の下、 当市が実施すべき
施策の情報発信する。

事業の対象 市民及び市内外の関係者

9月末の実績 年度実績

参加者及びweb配信閲覧者

項       目 単位 年度実績 年度予定

人 0 180 0 0

0 0

0 3, 075 △ 3, 075 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0

0

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

3, 075 △ 3, 075 0 0 0

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 10

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

向こ う ５ 年間の直接事業費の推移
（ 千円）

5 年度 6 年度 7

0 0 0

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計

0 0

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

-

指標設定の考え方
フ ォ ーラ ム会場参加者及び広く WEBによるラ イ ブ発信を行う こ と での閲
覧者数 実　 績 0 0 - -

年度 - 年度 目標 年度

⇒
目　 標 180 180 -

指標で表せない
効果

フ ォ ーラ ム参加者及びweb配信閲覧者

単位

人

主な実施主体 伊予市

0. 10 0. 10

7, 841 7, 794 7, 794

784 3, 854 779※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

地域創生課に業務移管さ れるこ と と なり 協議が行われた。

事
 
 
 
 
 
 
務
 
 
 
 
 
 
事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

事業開始当初は、 翠小学校のエコ 改修事業及び環境教育
事業の検証報告を地域フ ォ ーラ ムにおいて行う 予定だっ
たが、 延期を重ね、 機構改革にと も ない、 地域創生課に
地域フ ォ ーラ ムが業務移管さ れるこ と と なっ た。

新型コ ロナ感染症の影響による延期後の開催時期につい
ては、 出演予定者の対応などに時間を要するこ と を含
め、 総合的に協議さ れた。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

□ 事業継続と 判断する。

□ 事業縮小と 判断する

■

（ 判断の理由）

B社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 3

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B成果向上の可能性 3

本事業は、 翠小学校エコ 改修及び環境教育について検証を 行い、 その結
果を も と に地域づく り の推進を 図るべく 情報発信を 行う 事業（ フ ォ ーラ
ム） であっ たが、 コ ロナ禍の影響を 受けてＲ 元から ３ 度の延期を 重ね、
今年度も 長引く コ ロ ナの影響により 中止を 余儀なく さ れた。 持続可能な
地域づく り の実現に向けて、 地方創生に資する最先端の事例・ 官公庁か
ら の情報・ 地方創生へのアイ デアなどを 来場者と 共有でき るパネルディ
スカ ッ ショ ンは、 非常に意義深いも のであっ たが、 一旦事業を 発展的に
解消するこ と と する 。

4

4

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
新型コ ロナウイ ルス感染症の感染が急速に拡大し 、 年度
内において収束の見通し が立たないため、 各界で活躍す
る著名人の日程調整が困難であっ たこ と から 、 フ ォ ーラ
ムの開催は一旦白紙と し 、 会場と し て予定し ている「 Ｉ
Ｙ Ｏ 夢みら い館」 の玄関口の整備に合わせて、 Ｒ ６ 年度
末の工事完了後にお披露目を兼ねて開催するこ と が決定
さ れた。  
こ れを機に担当が地域創生課になるため、 こ れまでの検
討内容を引き 継ぎ、 引き続き 連携・ 協力できるも のは行
う 必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 4

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 4

市の関与の妥当性 4

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

A

成果向上の可能性 4

施策への貢献度



今後の方向性（ ACTI ON）

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

■ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

□

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

事業コード

4500 　学校における高速大容量のネットワーク環境（校内LAN)及び1人１台端末を、適切に維持

管理することにより、学校の授業や学習においてICTの利活用を推進する。

授業を実施する。

事業コード

4290

摘　　要

　パソコン教室を適切に維持管理することにより、ITを活用した学力向上のための効果的な

直接事業費 4,246

節

委託料

事業費

2,596
使用料及び賃借料

細節

12

13 1,650

上記以外の事業費合計

摘　要

パソコン賃貸借料

移設業務委託料

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 中学校パソコン教室運営事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名

中学校ＧIGAスクール運営事業

事務事業の概要

事務事業名

小学校パソコン教室運営事業

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



事務事業の概要・ 計画（ PLAN）

10 款 3 項 2 目

■ 評価対象事業 □ 評価対象外事業（ 事業の概要・ 結果のみ）

17

■

事業活動の内容・ 成果（ DO）

前 4 4

毎

16, 324

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

事務事業名 中学校パソ コ ン教室運営事業
会計名称 担当課 学校教育課

予算科目 事業番号

令和 4 年度　 事務事業評価シート

一般会計

4450 所属長名 窪田春樹

担当責任者名 向井大昌

学校教育環境の整備・ 充実
総合計画での

位置付け

事業評価の有無

【 開始】 令和/平成

令和生涯学習都市の創造

 学校教育法第5条　 学校教育の情報化の推進に関する法律第6条 

設定なし

実 施 期 間
【 終了】

法令根拠等

事業の目的
急速な世界のＩ Ｔ 化の中で、 国際競争力を持ち続けるために、 次世代を担う 子ども
達が、 初等教育から 触れているＩ Ｔ を中等教育で更に発展さ せ、 情報活用能力を向
上さ せるこ と を目的と する。

年度

総合計画における
本事業の役割

昨年度の課題に
対する具体的な

改善策

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

年度( 予定)

昨年度の課題
 

事業の内容
（ 整備内容）

各中学校パソ コ ン教室等にＩ Ｔ 機器を必要台数整備し 、 Ｉ Ｔ を活用し た学力向上等
のための効果的な授業の実施や、 学ぶ意欲を持っ た生徒がＩ Ｔ を活用し て効果的に
学習できる環境を構築する。

事 業 費 及 び 財 源 内 訳 （ 千 円 ）

心豊かで創造力がある、 未来を担う 子ども の育成に寄与する。 事業の対象 市立中学校生徒

9月末の実績 年度実績

平均年間授業日数

項       目 単位 年度実績 年度予定

日 194 193

人 30 311学級平均生徒数

60内技術・ 家庭授業日数 日 610 0

16, 324 4, 283 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

4, 246

18, 000

財
源
内
訳

前年度決算項           目

直   接   事   業   費

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

4, 283 0 0 0 4, 246

当初予算額 補正予算額 継続費その他 翌年度繰越 決算額

職員の人工（ にんく ） 数 0. 02

1人工当たり の人件費単価

一 般 財 源

向こ う ５ 年間の直接事業費の推移
（ 千円）

5 年度 6 年度 7

2, 600 2, 600 18, 000

35
1教室平均生徒用パソ コ ン
台数

台 35

年度 8 年度 9 年度 5年間の合計

18, 000 59, 200

成
果
指
標

指　 標

区分年度 前 年度 4

1

指標設定の考え方
中学校技術・ 家庭授業において、 生徒1人1台利用できるよう に整備す
る。 実　 績 1. 2 1. 1

年度 5 年度 目標 年度

⇒
目　 標 1 1 1

指標で表せない
効果

部活動など授業以外で、 生徒が高機能な情報機器を主体的に選択し て利用できる。  

１ 教室平均生徒用パソ コ ン台数/1学級平均生徒数

単位

台

主な実施主体

パソ コ ン賃貸借料　
2, 596, 110円 
移設業務委託料　
1, 650, 000円

四国通建㈱

0. 02 0. 02

7, 841 7, 794 7, 794

16, 481 4, 439 4, 402※　 直接事業費＋人件費

実施形態（ 補助金・ 指定管
理料・ 委託料等の記載欄）



事務事業評価（ CHECK)

5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。
5 施策の目的を 果たすために必要不可欠な事業である 。
4
3 概ね、 施策の目的に沿っ た事業である 。
2
1 こ の事業では施策の目的を 果たすこ と ができ ない。
5 社会情勢等のニーズに合致する 。 又は、 行政管理上必要な事業である 。
4
3 社会情勢に概ね適合する 。 又は、 行政管理上、 概ね妥当である 。
2
1 社会情勢又は行政管理事務に対応し て おら ず、 見直し が必要である 。
5 市が積極的に関与・ 実施すべき 事業で ある 。
4
3 今のと こ ろ 市の関与・ 実施は妥当と 判断でき る 。
2
1 市は関与し ないで、 民間や市民団体等に委ねる べき で ある 。
5 市民生活の課題、 又は行政内部の課題解決に大いに貢献し ている 。
4
3 市民生活や行政内部の課題解決に向けて対応でき ている 。
2
1 市民生活や行政内部の課題解決になっ ていない。
5 既に相応の成果を 得ている が、 ま だま だ成果向上の余地がある 。
4
3 今後、 成果の向上が期待でき 、 事業継続の必要がある 。
2
1 目的は十分達成さ れており 、 事業継続の必要性は低い。
5 施策推進への貢献は多大である 。
4
3 施策推進に向け、 効果を 認める こ と ができ る 。
2
1 施策推進につながっ ていない。
5 現状では最善の手段であり 、 他の方策を 検討する 必要はない。
4
3
2
1 活動指標の実績も 上がら ず、 効率的な 手段の見直し が必要である 。
5 投入コ ス ト 以上の成果を 得ており 、 コ スト 削減の余地は見当たら ない。
4
3 コ スト 削減に向けた取り 組みを 実施し 、 それに見合う 成果を 得ている 。
2
1 満足する 成果にも 達せず、 ま だま だ事業費・ 人件費の削減余地がある 。
5 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民の負担は適正と 認める 。 　 　
4
3 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の検討の余地がある 。
2
1 他事例と 比較し 、 財源・ 税負担も 含め市民負担の見直し が必要である 。

新たな課題や当初の
改善策に対する対応状況
（ 今年度の途中経過）

GI GAスク ール構想に伴い、 生徒には１ 人１ 台タ ブレッ ト が整備さ れたが、 それにより 今後さ ら なる高度なI Tスキル習得を 求めら れる事が予想でき る。 令和７ 年（ 2025年） の大学共
通テスト から 新科目と し て「 情報」 の試験科目が追加さ れるなど、 社会全体でI T人材の需要が急速に求めら れている。 その為、 無線接続やタ ブレ ッ ト では補う 事が難し い部分を、
有線接続のパソ コ ン教室を使用する事で、 生徒のI Tスキル習得の後押し を続けていきたい。

事
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事
 
 
 
 
 
 
業
 
 
 
 
 
 
の
 
 
 
 
 
 
評
 
 
 
 
 
 
価

自
 
己
 
判
 
定
 
（

 
担
 
当
 
責
 
任
 
者
 
）

妥当性

目的の妥当性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

事

業

成

果

・

工

夫

し

た

点

事
業
の
苦
労
し
た
点
・
課
題

ト ラ ブルも なく 、 安定し て運用できている点。  
契約期間を迎えても 、 パソ コ ンに搭載し ているOSサポー
ト 期間まで再リ ースし て、 財政支出を抑制し ている点。

パソ コ ン機器の更新時に、 現在や今後求めら れる内容を
実現するには、 高スペッ ク な端末やイ ンフ ラ 整備が必要
と なり 、 それに伴い契約金額が高額になる点。

事

業

の

方

向

性

所

属

長

の

課

題

認

識

□ 事業継続と 判断する。

■ 事業縮小と 判断する

□

（ 判断の理由）

B社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

3

市民（ 受益者） 負担
の適正 3

目的の妥当性 3

事業廃止と 判断する

施策への貢献度 3

効率性

手段の最適性 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率

有効性

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B成果向上の可能性 3

本事業は、 政府の『 「 I T新改革戦略」 に掲げら れた「 I T
改革のﾌﾛﾝﾄﾗﾝﾅー 」 と し て、 世界に誇れる国づく り を進め
る』 と いう 目標に基づく も ので、 文科省はI T社会を根底
から 支える人材の育成等に取り 組み、 学校のI T環境の整
備や教員の指導力の向上を図っ てきたが、 「 GI GAｽｸ ﾙー構
想」 によっ てR3年度に1人1台端末の環境が整備できたこ
と から 、 ﾘ ｽー期間満了に合わせて再リ ースを行う 。

3

3

効率性

手段の最適性 3

一
 
次
 
判
 
定
 
（

 
所
 
属
 
長
 
）

妥当性

有効性
１ 人１ 台端末があればコ ンピュ ータ 教室へ移動し てＰ Ｃ
を使わなく て良く なると 考え、 コ ンピュ ータ 教室を廃止
する自治体が増えつつある中、 本年12月に国が「 GI GAス
ク ール構想」 に基づく １ 人１ 台端末環境下でのコ ン
ピュ ータ 教室の在り 方について」 と いう 通知を発出し
た。 そこ で、 個人端末では扱う こ と のできない、 発表の
ための動画編集やウィ ンド ウズ環境での操作などが経験
でき るＰ Ｃ を小学校から 中学校へ移設し 、 こ れら の有効
活用をＩ Ｃ Ｔ 支援員と 検討し ていく 必要がある。

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

最適な手段である が、 更に民活、 他事業と の統合・ 連携等の検討の余地がある 。

コ スト 効率 3

市民（ 受益者） 負担
の適正

社会情勢等への対応 3

市の関与の妥当性 3

事業の効果 3 合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

合計点が

14～15： Ｓ
10～13： Ａ
 8～ 9： Ｂ
 5～ 7： Ｃ
 3～ 4： Ｄ

B

成果向上の可能性 3

施策への貢献度



今後の方向性（ ACTI ON）

⇒

□ 既に事業廃止が決定し ている こ と から 、 廃止に向けた手続を 行う 。

指摘事項を踏まえ、 事務改善、 事業推進
に努め、 今年度の事務事業評価シート に
反映さ せるこ と 。

□ 一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する 。

□

一次判定結果のと おり 事業継続と 判断する が、 以下の課題を 新たに追加する 。

■ 一次判定結果のと おり 事業縮小と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 一次判定結果のと おり 事業廃止と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

□ 現状のまま継続する。

□ 右記の点を見直し の上、 継続する 。

行
政
評
価
委
員
会
の
答
申

外
 
 
部
 
 
評
 
 
価

答申の内容

□ 事業の縮小を 行う 。

□ 事業の休止、 廃止を 行う 。

経
営
者
会
議

の
最
終
判
断

事業の方向性

□

一次判定は以下の点について外部評価が必要と 判断し 、 行政評価委員会に諮るこ と と する 。

施
 
策
 
を
 
踏
 
ま
 
え
 
た
 
判
 
断

二
　
　
　
次
　
　
　
判
　
　
　
定

□

一次判定結果は以下の点について良好と 評価し 、 更なる事業推進を 求める。

コ メ ント 欄

□ さ ら に重点化する。



事務事業の概要・計画（PLAN）の補足

事業活動の内容・成果（DO)の補足 その他の補足

（決算額の数値を記入） 別添添付資料

参考データ

（検索ワード）

（検索ワード）

令和４年度事務事業補助シート 事務事業名 中学校パソコン教室運営事業

0 一般事務費、上記で書き表せないもの

事務事業名

中学校ＧIGAスクール運営事業

事務事業の概要

事務事業名

小学校パソコン教室運営事業

上記以外の事業費合計

摘　要

パソコン賃貸借料

移設業務委託料1,650

直接事業費 4,246

節

委託料

事業費

2,596
使用料及び賃借料

細節

12

13

授業を実施する。

事業コード

4290

摘　　要

　パソコン教室を適切に維持管理することにより、ITを活用した学力向上のための効果的な

事業コード

4500 　学校における高速大容量のネットワーク環境（校内LAN)及び1人１台端末を、適切に維持

管理することにより、学校の授業や学習においてICTの利活用を推進する。

独立した事業であり、このシートだけで十分事業の説明が可能である。

事業の性格

下記に掲げる事業と密接な関係があり、これらのシートと合わせてこの事業の説明が可能である。

事業の類似性
独自性が強く、類似する事業は思い浮かばない。

下記に掲げる事業において、摘要に掲げる項目に関し類似性が認められる。

直接事業費（単位：千円）の内訳（説明に必要と思われる項目を列記すること） 添付資料は用意すること

位置図（施設の場所、作業場所など）

パンフレット

その他（独自に作成した概要、説明資料）

伊予市ホームページ

その他参考となるホームページ

その他国や県が出している参考資料

特になし



 




